


























を行うべきこととされている。そのため、IAS 第 18 号では、信頼性をもった見積りが可能
である場合は、役務の提供であるか否かを問わず、工事進行基準を適用すべきこととなる。
しかし、日本では、工事進行基準が適用される契約は、企業会計と税務会計のいずれも、原
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国では、当初、請求権の法理 (Claim of Right Doctrine)（24）を根拠としたが、その後、『所得の












推計の結果、国土交通省は、2004 年度と比較した 2030 年度の状況について、次の点を指
摘している。
① 投資可能総額に占める、維持管理・更新費の合計額の割合は、約 33% から約 70% に増大
する
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出典：国土交通省 [2005]「社会資本の維持管理・更新投資」
また、次の図 2 は、2007 年における日本の社会資本ストックの部門別内訳を示したもので
ある（31）。これは、社会資本を 20 の部門に区分した上で、それぞれの部門ごとに社会資本ス
トックの推計を行ったものである（32）。これによると、日本の社会資本ストックにおいて、最
も大きい割合を占めるものは、全体の 3 分の 1 を占める道路であることが分かる。道路の割
合は、2 位以下の社会資本ストックを大きく引き離している。
















































工事進行基準を適用することが可能な契約として、法人税法第 64 条第 2 項において、工事




















契約期間 1 年以内 1 年超
部分的完了 あり なし
成果の確実性の見積り できる できない
























































































































































―Koch Indus. Inc. v. U.S. の判例を中心にして―
米国の税務会計上、役務の提供に対して工事進行基準の適用の可否を争った事件として、








による税務申告を行っていた。1998 年、メサ社は、ニューメキシコ州高速道路 44 号線（71）の
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拡張工事に関し、同州の高速道路部門 (SHTD) と、『コリドー 44 号線、専門的役務及び保証
合意』と題する契約を締結した。その契約の内容は、SH44 事業計画（72）について、『建設段
階』(Construction Phase) における専門的役務 (Professional Service) の提供と、『修復段階』






























歳入法第 460 条に定める工事進行基準を適用した。そして、受領した 6,200 万ドルを、契約












































さらに、内国歳入法第 451 条を取り上げ（79）、一般には、納税者がその項目 (item) を受領
した課税年度に、その納税者の総所得金額に含められるべきであり、同法第 460 条により、
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米国の税務会計においては、Tax Reform Act of 1986（1986 年税制改革法）（90）以後、1 年を
超える長期契約 (Long-term Contract)（91）に対して、一部の例外を除き、工事進行基準の適用
が義務付けられている。同法が施行される前は、長期契約に対して、工事進行基準







(Construction)、製造 (Manufacturing) の 4 種類の契約であり、完了までに、通常、12 カ月
を超えるものであると定義されている（94）。こうした、長期契約に関する税務会計上の処理に
ついて、法律が整備された時期は、2 つに区分される。まず、建築、据付、建設の 3 つの契
約については、Tax Reform Act of 1918（1918 年税制改革法）以降であり、製造の契約は、





米国の内国歳入法第 451 条の規定は、請求権の法理 (Claim of Right Doctrine)（97）を示す規

















































成した場合においても、控訴審判決で指摘された、内国歳入法第 7805 条 (a) 及び同法第 451
条は、同様に考慮されるものと思料される。それに対して、控訴審判決で述べられている































長期契約を定義している内国歳入法第 460 条 (f)(1) には、保証が含まれていない点を指摘し
ている。その結果、コーチ産業社が締結した保証契約に対して、税務会計上、工事進行基準
を適用することはできない、と判示した。そして、請求権の法理及び所得の明確な反映要件
































（1） 以下、「IAS」と略す。なお、本稿における IAS の内容については、IFRS 財団編，企業会計基準委員会・
公益財団法人財務会計基準機構監訳 [2011] を参照した。
（2） 長期割賦販売等に該当する役務の提供を行った場合について、法人税法第 63 条が定められている。
（3） 法人税法第 22 条第 4 項に基づいて、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算される




（4） 杉山 [1992] は、同規則が実現の具体的判断基準を示していないことを挙げ、『それぞれの役務の提供取
引の実態を分析して制度会計の基本目的に合致するためにはどのような時点で収益を認識することが合
理的であるかということを判断することになる』(p.135) と述べている。
（5） 杉山 [1992] は、『実務の長い慣行等から、（中略）所得の認識に関して、税務行政上、とくに支障のな






（8） 役務の提供については、IAS 第 18 号に、『典型的には、契約上合意された業務を合意された期間を通じ
て企業が履行することをいう。』（第 4 項）と定義されている。また、同項において、直接的に工事契約
に関連する役務の提供については、IAS 第 11 号「工事契約」に関する定めに従うことが記されている。
（9） IAS 第 18 号では、『取引の成果を、信頼性をもって見積ることができる場合には、その取引に関する収
益は、報告期間の末日現在のその取引の進捗度に応じて認識しなければならない。』（第 20 項）と規定
されている。また、同号の付録には、役務の提供に関する各種の取引について、具体的な収益認識時期
が例示されている（第 10 項 - 第 19 項）。
（10） 金子 [1995]，p.284
（11） 経済安定本部企業会計基準審議会 [1952]，総論，第一，二
（12） 実現主義の持つ意味と所得の年度帰属との関係については、金子 [1995], pp.288-294 を参照。
（13） 富岡 [2011]，p.91
（14） 前掲出，p.95







（22） 中里 [1983] は、次の 3 つの判決を取り上げている。
 Auto Club of Michigan v. Comm’r, 353 U.S. 180,188-90 (1975)、Schulde v. Comm’r, 372 U.S. 128,130-37 
(1963) 及び Am. Auto. Ass’n v. United States, 367 U.S. 687,691-92 (1961)
 上記の判決は、一高 [2003] 及び本稿で後に取り上げるコーチ産業社対米国の控訴審判決である United 
States Court of Appeals, Tenth Circuit, Apr.27 (2010) においても取り上げられている。
（23） 中里 [1983]，pp.952-967
（24） 請求権の法理 (Claim of Right Doctrine) については、本稿 6.4.(2) または Dubroff[1985] を参照。
（25） 米国内国歳入法 §446(b)。
（26） 一高 [2003]，pp.1-55
（27） 本稿 6.4.(1) を参照。
（28） Adrian[2006]，p.329
（29） これに対し、日本における企業会計上の収益認識について、例えば、笠井 [2000] は、『会計における収





（30） 国土交通省 [2005]，2012 年 6 月 6 日閲覧。










（33） 吉田 [2011] は、建設段階に導入された「性能規定型契約」が、近年では維持管理段階へ試行されはじ
めており、さらに、新設工事と維持管理工事を組み合わせた「性能管理型契約」についても、試行導入
されていることを紹介している。なお、道路の性能規定型維持管理契約の内容、そのメリット及び課題
については、吉田 [2006] を参照。また、前田 [2006] は、国土交通省東北地方整備局が、日本ではじめ
て、舗装工事に長期保証制度を取り入れた件について、その検討プロセスと制度の内容を紹介してい
る。
（34） 工事の請負に付随して役務提供が行われる場合については、本稿の 5. を参照。

















（44） 会計基準，第 23 項。なお、会計基準の早期適用も認められた。
（45） 会計基準，第 9 項
（46） 財団法人建設業振興基金建設業経理研究会 [2008]，p.13 と辻山 [2009]，p.4 のいずれも、この会計基準
が、工事進行基準と完成工事基準のどちらか一方が原則であり、他方が例外であるという構成を採用し
ていない点を指摘している。
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（47） 会計基準，第 4 項
（48） 建設業法第 2 条では、『土木建築に関する工事で別表第一の上欄に掲げるものをいう』と規定され、同
法別表第一に、2 種類の一式工事と 26 種類の個別工事を掲げている。
（49） 会計基準，第 31 項
（50） 同上。また、同様の内容が、会計基準，第 44 項にも規定されている。
（51） 会計基準，第 30 項
（52） 会計基準，第 5 項及び第 32 項。これは、「研究開発費等に係る会計基準」四 1 において、受注制作のソ
フトウェアは、請負工事の会計処理に準じて処理をすることとされていることによる。
（53） 契約金額について、財団法人建設業振興基金，建設業経理研究会，収益認識研究部会 [2003] は、『会計
上の基準を定めるときも、数値による基準を設けることが必要であると考える。』(p.39) と述べている。
（54） 会計基準，第 52 項
（55） 会計基準，第 53 項
（56） 法人税法第 64 条第 1 項
（57） 平成 10 年度の税制改正時における長期大規模工事の要件は、工事期間が 2 年以上、請負金額が 50 億円
以上（経過措置により、平成 13 年 3 月 31 日までの契約工事については 150 億円以上、同日後平成 16
年 3 月 31 日までの契約工事については 100 億円以上）とされていた。
（58） 武田 [2012] は、長期大規模工事に対して工事進行基準を適用した理由について『各事業年度の企業活
動の状況を的確に表すことになると考えられ、また、国際的にも工事進行基準の方法を採用する方向に
あることなど』を挙げている（p.3682）。
（59） この改正において、ソフトウェアの開発も、長期大規模工事に含めることとされた（法人税法第 64 条
第 1 項）。
（60） 法人税法第 64 条第 1 項
（61） 同法施行令第 129 条第 1 項
（62） 同条第 2 項
（63） 法人税法施行令第 129 条第 6 項
（64） 同法第 64 条第 1 項。また、同法施行令第 129 条第 1 項において、ソフトウェアの制作費も含まれてい
る。
（65） 平成 10 年度の税制改正の際、長期大規模工事以外の工事については、赤字となる場合には、工事進行
基準を適用することができなかった。しかし、平成 20 年度の税制改正により、このような場合におい
ても、工事進行基準を適用することが可能となった。
（66） この保証金は、道路の契約時から 21.5 年間の保証を認めるものであり、繰延べ収益に該当するのでは
ないかとする考えもあるが、本稿では、その点については論じない。
（67） 以下、「コーチ産業社」と略す。
（68） Koch Indus. Inc. v. U.S., U.S. District Court, Dist. Kan.; 102 AFTR 2d2008-5219 (7/10/2008)






（73） 吉田 [2011] は、海外では、道路の建設段階と維持管理段階の性能規定型契約が締結されている事例を
紹介している。








（77） 170 F.3d 1294, 1298, 10th Cir. (1999)
（78） さらに、判決では『法律を執行するには、その執行する制度の目的に反せず、調和するように解釈され
なければならない』と判示した Cottage Sav. Ass’n v. Comm’r, 499 U.S. 554.560-61 (1991) や、同様の内容
の判決である Joy Techs., Inc. v. Sec’y of Labor, 99 F.3d 991,996,10th Cir. (1996) 及び Emery Mining Corp. v. 
Sec’y of Labor, 744 F.2d 1411,1414,10th Cir. (1984) を引用すると同時に、法律の用語の曖昧さがあった場
合には、『その法律を制定した時点における、その時代の通常かつ共通の意味が与えられる』とする
Hackwell v. United States, 491 F.3d 1229,1236,10th Cir. (2007) 及び Robinson v. Shell Oil Co., 519 U.S. 
337,341 (1997) を引用している。
（79） 判決では、同様の内容の判決として、INDOPCO Inc. v. Comm’r, 503 U.S. 79,84 (1992)、Auto Club of 
Michigan v. Comm’r, 353 U.S. 180,188-90 (1975)、Schulde v. Comm’r, 372 U.S. 128,130-37 (1963)、Am. 
Auto. Ass’n v. United States, 367 U.S. 687,691-92 (1961) を引用している。これらの 4 つの判決のうち、後
の 3 つの判決については、所得認識に関する連邦最高裁判所の代表的な判決として、中里 [1983] 及び
一高 [2003] が取り上げている。
（80） 855 F.2d 832,836,11th Cir. (1988)
（81） 判決では、同様の内容の規定として、財務省通達 70-67, 1970-1 C.B. 117 を取り上げている。
（82） 判決では、同様の内容の判決として、Estate of Bell v. Comm’r, 928 F.2d 901,903,9th Cir. (1991)、Elam v. 
Comm’r, 477 F.2d 1333,1335,6th Cir. (1973)、Comm’r v. Jacobson, 336 U.S. 28,49 (1949) 及び Helvering v. 
Nw. Steel Rolling Mills, Inc., 311 U.S. 46,49 (1940) を引用している。











（88） 保証の内容が拡大している点について、判決では、Liberty Lincoln-Mercury, Inc. v. Ford Motor Co.,171 
F.3d 818,823,3rd Cir.(1999) を取り上げている。
（89） コーチ産業社は、財務省規則 §1.451-3(d)(2) 及び 1986 年財務省規則 §1.451-3(a)(3) が規定する保証契約
は、将来の期間にわたる保証ではないと主張した。
（90） 以下、「1986 年税制改革法」と略す。
（91） 日本では、法人税法第 64 条において、「工事の請負に係る収益及び費用の帰属事業年度」が定められて
いるが、米国において工事進行基準の適用を義務付ける法律は、内国歳入法第 460 条の「長期契約
(Long-term Contract)」である。








（97） Claim of Right Doctrine については、Dubroff[1985] を参照。
（98） 286 U.S. 417 (1932)
（99） “Claim of Right”という用語が最初に用いられたのは、Board v. Comm’r, 51 F.2d 73,6th Cir., cert. denied, 
284 U.S. 658 (1931) であった。
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